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福島県における住民の健康管理等に係る取組

○ 東京電力福島第一原子力発電所事故に伴い、周辺地域住民の被ばく線量の把握や、放射線の健康影響を考慮した

健康管理の重要性が指摘されている。

○ 福島県民の中長期的な健康管理を可能とするため、平成２３年度に福島県が創設した 「福島県民健康管理基金」

に対して、国は交付金（７８２億円）を拠出。このほか、福島県立医科大学に「放射線医学県民健康管理センター」を

建設・ 整備するための予算を措置（平成２４年度予備費：６０億円）するなど、全面的に県を支援。

基金を活用して、被ばく線量や健康状態を把握するため

の健康管理等を実施。

【基本調査】

全県民（約206万人）※を対象とした原発事故後４ヵ月間にお

ける外部被ばく線量の推計・把握 ※平成28年9月30日現在

【詳細調査】

甲状腺検査：平成4年4月2日から平成24年4月1日までに

生まれた福島県民（約38万人） を対象（県外避難者も含む）

健康診査：避難住民等を対象

こころの健康度・生活習慣に関する調査：避難住民等を対

象

妊産婦に関する調査

上記の調査結果を保管するための「県民健康管理ファイル」

を全県民に配布

子どもや妊婦に対する個人線量計の貸与

ホールボディ・カウンタの整備など検査体制の強化

・交付金を拠出

（782億円）

・専門的知見に

基づく助言

福島県

基金

福島県民健康管理基金国

II. 安心・リスクコミュニケーション事業

I. 県民健康調査事業

原子力災害から住民の健康を

確保するのに必要な事業を

中長期的に実施するための基金

「放射線健康管理・健康不安対策事業」

平成29年度 予算案13億円
(事故初期及び現在の線量把握、健康不安への取組等)

「県民健康管理調査支援のための人材育成事業」

平成26～30年度 3.8億円
(県民健康調査に必要な人材を育成するため福島県立医科
大学の講座を支援)

その他の支援事業の例
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（１） 目的

○チェルノブイリ原発事故では事故の4～5年後に小児甲状腺がんの発生が

報告されたため、子どもたちの甲状腺への放射線の影響が心配されている。

○そのため、福島県は県民健康調査の一環として、子どもたちの甲状腺の

状態を把握し、健康を長期に見守ることを目的に甲状腺検査を実施。

（２） 対象者

【先行検査】 ○平成23年3月11日に概ね18歳以下だった全県民約37万人※２ （県外避難者も含む）

○平成23年10月～平成27年4月で1巡目を終了。

【本格検査】 ○平成26年度以降、被災時胎児であった者等※３を追加 →対象人数は計約38万人に。

○2年間で全員に2巡目を実施、以後20歳まで2年に1回、以降5年に1回実施予定。

福島県による甲状腺検査 （平成23年10月～）

甲状腺

内分泌臓器の一つ。食物中のヨウ素か

ら、甲状腺ホルモンを作る。

（３） 検査方法

①一次検査： 甲状腺の超音波検査を実施

②二次検査： 問診、詳細な超音波検査、血液検査、尿検査→必要に応じて穿刺吸引細胞診※
※甲状腺に針を刺し、吸引した細胞を顕微鏡等で検査すること。

A1判定： 「結節」や「のう胞」を認めなかったもの
A2判定： 5.0mm以下の「結節」や20.0mm以下の「のう胞」を認めたもの

（通常の診療では病的なものとは捉えず、正常範囲内での変化とみなされる）

B判定： 5.1mm以上の「結節」や20.1mm以上の「のう胞」を認めたもの
C判定： 甲状腺の状態等から判断して、直ちに二次検査を要するもの

B判定又はC判定の場合

（注） 結節：しこり。 のう胞：体液のたまった袋状のもの。

※１

※３ 平成23年4月2日から平成24年4月1日までに生まれた福島県民。事故時胎児だった者以外にも、事故後1年と十数日経過後に生まれた者を含む。
※２ 平成4年4月2日から平成23年4月1日までに生まれた福島県民。
※１ 放射線影響が出る前の時期に現状を把握するための検査。本格検査の結果と比較することになる。

2



【機密性２】
※省外への情報提供時等には以下の記述の削除の要否について再確認してください。

極秘文書相当は、【機密性４】／秘文書相当、機微な個人情報を含む場合は【機密性３】／公開を前提としない場合は【機密性２】（公開前の案の段階なども含む）／公開可能な場合は【機密性１】

※1 これらのうち、一巡目（先行検査）では1,376人、二巡目（本格検査）では1,175人の方が通常診療（保険診療）等となる方などであった。
※2 68人については、44人が手術を実施し、がん確定。なお、68名は、一巡目(先行検査)では62人がA判定（A1 31人,A2 31人）,5人がB判定。

先行検査未受診の方が1人。
※3 手術におけるがんの判定については、県民健康調査「甲状腺検査」の範囲外。
※4 小数点第一位で表示されている割合のものは、四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。
※5 二次検査は、平成28年9月30日現在は未実施。平成28年10月から検査開始。 3
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７．放射線に係る健康影響に関するリスクコミュニケーション放射線に係る健康影響に関するリスクコミュニケーション事業の実施状況
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助言ページ（イメージ）
疑問や不安等について
「考えるポイント」を掲載

詳細ページ（イメージ）
左記のポイントを補足する
ため、科学的内容を紹介

項目 生活関連の疑問や不安の事例

①ふるさとに戻る前
（準備期）

○ふるさとに戻って大丈夫でしょうか？
○子供と一緒に戻るか悩んでいます。

②ふるさとに戻った
後（復興期）

○洗濯物や布団は外に干して良い
ですか？
○農作業をしても大丈夫ですか？

③ふるさとで暮らして
いくために（将来）

○いつになったら山菜やキノコは
自由に食べられますか？
○県外の人にも働いてもらうには？

補足
説明

避難指示の解除後に、帰還した（帰還を検討している）住民がふるさとで安心
して生活していくためには、生活関連の放射線に関する疑問や不安について、
「住民の方々が自ら考え、納得するための物差し（考えるポイント）」が必要。

そこで、生活関連の放射線に関する疑問や不安等について、専門家や住民、
相談員等が協力し、住民目線で、「疑問や不安を解決・納得するための考え方
や参考情報（助言やヒント）」を検討。その結果をまとめた冊子『暮らしの手引き
（専門家に聞いた放射線30のヒント）』 （仮称）を作成※。

住民がふるさとに戻った時の暮らしの手引きの作成

住民の方々から
疑問等を収集

住民の方々と一緒に、どうやっ
たら納得しやすいか検討

※平成29年3月に完成予定。相談員や生活支援相談員、学校の教師等が住民と共に閲覧しながら利用することを想定。


